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第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 
２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい
ては記載しておりません。 

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し
ておりません。  

  

回次 
第26期 
第２四半期 
累計期間 

第27期 
第２四半期 
累計期間 

第26期 
第２四半期 
会計期間 

第27期 
第２四半期 
会計期間 

第26期 

会計期間 

自平成20年 
６月１日 
至平成20年 
11月30日 

自平成21年 
６月１日 
至平成21年 
11月30日 

自平成20年 
９月１日 
至平成20年 
11月30日 

自平成21年 
９月１日 
至平成21年 
11月30日 

自平成20年 
６月１日 
至平成21年 
５月31日 

売上高（百万円）  26,677  21,900  15,734  8,239       58,269

経常利益（損失）（百万円）  194  1,828  63  838       △37

四半期（当期）純利益(損失) 
（百万円） 

 6  1,037  △9  471  △215

持分法を適用した場合の投資利益 
（百万円） 

 -  -  -     -     - 

資本金（百万円） - -  1,429  1,429  1,429

発行済株式総数（株） - -  240,400  240,400  240,400

純資産額（百万円） - -  13,756  14,282  13,212

総資産額（百万円） - -  38,388  23,600  27,330

１株当たり純資産額（円） - -  59,241.53  62,036.99     57,389.52

１株当たり四半期（当期）純利益
(損失)金額（円） 

 27.76  4,507.26  △41.50  2,046.47         △915.46

潜在株式調整後１株当たり四半期 
（当期）純利益金額（円） 

-     - -     -     - 

１株当たり配当額（円）  1,000.00  500.00  1,000.00  500.00         1,000.00

自己資本比率（％） - -  35.8  60.5  48.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 1,016  2,302 - -  13,565

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △973  △314 - -  △1,005

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 1,349  △3,026 - -      △8,344

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高（百万円） 

- -  1,827  3,610  4,649

従業員数（人） - -  364  307  325
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当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。  

   

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

２【事業の内容】 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 
提出会社の状況 

  

  平成21年11月30日現在

従業員数（人） 307   
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(1）生産実績 
 当第２四半期会計期間の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注実績 
 当社は見込生産を行なっているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当第２四半期会計期間の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 (注) マンションの前第２四半期及び当同四半期実績はありません。 

第２【事業の状況】 
１【生産、受注及び販売の状況】 

事業部門別 品目 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 前年同四半期比 

（％） 

件数（棟） 金額（百万円） 

不動産分譲 
戸建分譲  331  9,978  △19.9

マンション  －  －  －

合計  331  9,978  △19.9

事業部門別 品目 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 前年同四半期比 

（％） 

件数 金額（百万円） 

不動産分譲 

戸建分譲  259  8,043  △48.1

宅地分譲  4  86  △21.1

マンション  －  －  －

小計  263  8,130  △47.9

その他 

請負工事  6  78  9.4

賃貸  －  1  △42.9

その他  －  29  △38.1

 小計  6  109  △10.2

合計  269  8,239  △47.6
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不動産分譲事業（戸建分譲・宅地分譲）の地域別販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．件数欄については、戸建分譲及び宅地分譲の棟数及び区画数を表示しております。 
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著しく増加する傾向があります。このため、各四半期会計期
間の業績に季節的変動があります。 

  

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 
また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
なお、当社は、特定の銀行と締結する当座貸越契約の誓約事項として、年次決算において経常損益黒字の維持を
定めています。 
前事業年度において経常赤字となったことに伴い貸主の要請により期限の利益を喪失する可能性がある借入が生
じましたが、当社は自発的に平成21年10月６日に手許資金により全額返済いたしました。  

地域  

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 前年同四半期比 

（％） 

 件数  金額（百万円） 

東京都  88  3,204  △14.9

埼玉県  75  2,078  △54.0

神奈川県  36  1,116  △56.6

千葉県  35  936  △74.8

茨城県   －  0  △99.5

愛知県   18  503  △20.7

宮城県   11  290  △23.7

合計  263  8,130  △47.9

２【事業等のリスク】 

３【経営上の重要な契約等】 
当第２四半期会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
（１）業績の状況  

当第２四半期会計期間(平成21年9月1日～平成21年11月30日)におけるわが国経済は、昨秋以降の米国金融危機
に端を発した世界経済の収縮が、国内外政府の景気浮揚策等の効果も表れ一部持ち直しの兆しが見え始めてまい
りました。しかしながら、企業業績・収益の悪化は依然として続いており、設備投資の抑制や雇用環境の悪化、
個人消費の低迷等、総じて厳しい状況で推移しました。 
当不動産業界におきましても、新設住宅着工戸数が年間80万戸割れの状況が予想される等全体的には不況感が
払拭できない環境下ではありましたが、住宅価格の底値感が窺われ、加え政府による住宅取得促進政策等の効果
が表れ、一部の不動産業者においては業績の好転が見えてまいりました。 
このような状況下、当社は、「より良いものを、より安く、より早く」の信念のもと、徹底した原価管理と品
質向上に努め、良質な戸建分譲住宅を提供してまいりました。 
当第２四半期会計期間は、住宅取得減税をはじめとした政府による住宅促進政策等により、低価格帯の住宅に
対する購買意欲が喚起されたことを背景として、販売価格が堅調に推移し、また、平成20年秋来の地価下落に伴
い仕入れにおける競合が緩和されたことを好機と捉え、採算性を重視した土地の仕入れを行ってきたこと等によ
り売上総利益率が改善しました。 
この結果、売上高は、8,239百万円（前年同会計期間比47.6%減）となりました。営業利益は851百万円（前年
同会計期間比521.4%増）、経常利益は838百万円（前年同会計期間は63百万円）、四半期純利益は471百万円（前
年同会計期間は四半期純損失9百万円）となりました。 
なお、事業部門別の状況については、本業である不動産分譲事業の売上高が8,130百万円で売上高構成比
98.7%、その他事業の売上高が109百万円で売上高構成比1.3%となっております。 
当第２四半期累計期間においては、売上総利益率が16.4%と前年同期実績の9.6%を大きく上回ったことで、業
績が回復しましたが、その主な要因は、政府の住宅促進政策等により販売価格が堅調に推移したこと、平成20年
秋来の地価下落により採算性を重視した土地の仕入れを行うことができたことであります。 
しかしながら、今後の経済見通しは未だ不透明感が強く、本格的な戸建住宅の購買意欲の回復には当面時間を
要するものと考えられ、また、仕入及び販売における競合が厳しくなることも予想されるため、依然として当社
を取り巻く事業環境は厳しいものと当社では認識しております。  

  
（２）財政状態の状況  

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ3,730百万円減少し、23,600百万円となりま
した。 
これは、たな卸資産の減少が主因であります。 
当第２四半期会計期間における負債合計は、前事業年度末に比べ4,800百万円減少し、9,318百万円となりまし
た。 
これは、たな卸資産の減少伴う短期借入金残高の減少及び支払債務の減少が主因であります。 
当第２四半期会計期間における純資産合計は、前事業年度末に比べ1,069百万円増加し、14,282百万円となり
ました。 
これは、四半期純利益の計上による利益剰余金の増加が主因であります。 
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（３）キャッシュ・フローの状況  
当第２四半期会計期間末における「現金及び現金同等物」(以下、「資金」という。)は、主に営業活動での使
用により第１四半期会計期間末から2,781百万円減少して3,610百万円となりました。 
当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因等については、次のとおりであり
ます。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期会計期間における営業活動の結果、使用した資金は3,925百万円(前年同期間は5,293百万円の獲
得)となりました。 
これは、たな卸資産の増加が主因であります。 
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期会計期間における投資活動の結果、使用した資金は309百万円(前年同期間は222百万円の使用)で
あります。 
これは、投資有価証券等の取得による支出等が主因であります。 
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当第２四半期会計期間における財務活動の結果、獲得した資金は1,453百万円(前年同期間は7,256百万円の使
用)であります。 
これは、たな卸資産の増加等に対応した短期借入金残高の純増加が主因であります。 

  
（４）経営戦略の現状と見通し 
 今期通期の供給予定棟数は、当第２四半期累計期間の実績及び現在の在庫状況等を勘案し、1,385棟(当初計画
1,400棟)を予定しております。 
 なお、上記に将来の供給棟数に関する記載をしておりますが、その達成を保証するものではありません。 
  

（５）事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第２四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  
（６）研究開発活動 
特記すべき事項はありません。   
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第３【設備の状況】 
(1）主要な設備の状況 
当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  
(2）設備の新設、除却等の計画 
当第２四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい
て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画もあ
りません。 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  432,000

計  432,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年11月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年１月13日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  240,400  240,400
東京証券取引所 
市場第一部 

当社は単元株制度は採
用しておりません。 

計  240,400  240,400 － － 

（２）【新株予約権等の状況】 

（３）【ライツプランの内容】 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年9月1日～ 
平成21年11月30日 

 －  240,400  －  1,429  －  1,493

8915/2010年-9-



（５）【大株主の状況】 

  

 （注）上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は5,124株であり
ます。 
なお、それらの内訳は、投資信託設定分4,083株、年金信託設定分919株、その他信託設定分122株となっており
ます。  

  平成21年11月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

山本 重穂 東京都武蔵野市  75,000  31.19

飯田 和美 東京都杉並区  30,800  12.81

有限会社一商事 東京都西東京市柳沢1-6-3  16,800  6.98

有限会社フォレスト 東京都武蔵野市西久保1-3-7  12,000  4.99

タクトホーム株式会社 東京都西東京市東伏見3-6-19  10,178  4.23

森  和彦 東京都武蔵野市  10,000  4.15

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11  5,489  2.28

株式会社飯田産業 東京都武蔵野市境2-2-2  5,151  2.14

田中 敏子 東京都杉並区  4,200  1.74

バンクオブニューヨークジーシーエ
ムクライアントアカウントジェイピ
ーアールデイアイエスジーエフイ
ー-エイシー 
（常任代理人 株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行）  

東京都千代田区丸の内2-7-1  3,800  1.58

計 －  173,418  72.13
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①【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2株含まれております。  
また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれておりま
す。 

  
  

②【自己株式等】 

  
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

（６）【議決権の状況】 

  平成21年11月30日現在

 区分  株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

 無議決権株式 － － － 

 議決権制限株式(自己株式等) － － － 

 議決権制限株式(その他) － － － 

 完全議決権株式(自己株式等) 
      (自己保有株式) 

 普通株式      10,178
－ － 

 完全議決権株式(その他)  普通株式        230,222  230,222 － 

 単元未満株式 － － － 

 発行済株式総数                  240,400 － － 

 総株主の議決権 －  230,222 － 

  平成21年11月30日現在

所有者の氏名又は名
称 所有者の住所 自己名義所有

株式数(株) 
他人名義所有
株式数(株) 

所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(%) 

タクトホーム株式会社 
東京都西東京市東伏 
見三丁目6番19号 

 10,178  －  10,178  4.23

計 －  10,178  －  10,178  4.23

２【株価の推移】 

月別 平成21年 
6月 7月 8月 9月 10月 11月 

最高（円）  40,200  49,000  67,400  81,400  97,500  100,000

最低（円）  21,000  30,600  50,000  56,000  61,900  65,300

３【役員の状況】 
前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  
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第５【経理の状況】 
１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第
63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 
なお、前第２四半期会計期間（平成20年９月１日から平成20年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成

20年６月１日から平成20年11月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平
成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日ま
で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年９月１日から平成
20年11月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年６月１日から平成20年11月30日まで）に係る四半期財務諸
表並びに当第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21
年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビ
ューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 
当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】 
（１）【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年５月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 3,610 4,649 
販売用不動産 ※1  2,279 ※1  6,866 

仕掛販売用不動産 ※1  10,622 ※1  9,099 

未成工事支出金 1,422 1,658 
前渡金 196 20 
前払費用 ※3  20 ※3  21 

繰延税金資産 103 103 
その他 71 116 
流動資産合計 18,326 22,535 

固定資産   
有形固定資産   
建物 2,058 2,065 
減価償却累計額 △309 △261 

建物（純額） ※1  1,748 ※1  1,804 

工具、器具及び備品 170 170 
減価償却累計額 △111 △102 

工具、器具及び備品（純額） 59 68 
土地 ※1  2,248 ※1  2,248 

有形固定資産合計 4,055 4,120 
無形固定資産   
ソフトウエア 250 37 
電話加入権 2 2 
無形固定資産合計 252 40 

投資その他の資産   
投資有価証券 464 127 
出資金 4 4 
関係会社出資金 102 102 
長期前払費用 5 7 
繰延税金資産 218 218 
その他 169 173 
投資その他の資産合計 965 634 

固定資産合計 5,273 4,795 

資産合計 23,600 27,330 
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（単位：百万円）

当第２四半期会計期間末 
(平成21年11月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 
(平成21年５月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形 417 3,006 
営業未払金 1,905 2,185 
短期借入金 ※1,※2,※3  3,067 ※1,※2,※3  5,459 

1年内返済予定の長期借入金 ※1  710 738 
未払金 127 129 
未払費用 ※3  250 ※3  88 

未払法人税等 797 18 
未払消費税等 65 － 
前受金 183 185 
預り金 53 68 
その他 3 139 
流動負債合計 7,581 12,019 

固定負債   
長期借入金 ※1  995 1,360 
退職給付引当金 195 175 
役員退職慰労引当金 209 200 
保証工事引当金 306 328 
その他 30 33 
固定負債合計 1,736 2,098 

負債合計 9,318 14,118 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,429 1,429 
資本剰余金 1,493 1,493 
利益剰余金 11,631 10,594 
自己株式 △246 △246 

株主資本合計 14,307 13,269 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 △25 △57 

評価・換算差額等合計 △25 △57 

純資産合計 14,282 13,212 

負債純資産合計 23,600 27,330 
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（２）【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 ※3  26,677 ※3  21,900 

売上原価 24,116 18,297 
売上総利益 2,561 3,602 
販売費及び一般管理費 ※1  2,228 ※1  1,751 

営業利益 332 1,850 
営業外収益   
受取利息 0 1 
受取配当金 2 2 
雑収入 12 4 
営業外収益合計 14 7 

営業外費用   
支払利息 139 30 
社債利息 11 － 
雑損失 2 － 

営業外費用合計 153 30 

経常利益 194 1,828 
特別損失   
過年度退職給付費用 85 － 
投資有価証券評価損 71 － 
固定資産除却損 － 6 
店舗閉鎖損失 － 4 
特別損失合計 157 10 

税引前四半期純利益 37 1,817 

法人税等 ※2  30 ※2  780 

四半期純利益 6 1,037 
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【第２四半期会計期間】 
（単位：百万円）

前第２四半期会計期間 
(自 平成20年９月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期会計期間 
(自 平成21年９月１日 
 至 平成21年11月30日) 

売上高 ※3  15,734 ※3  8,239 

売上原価 14,406 6,600 
売上総利益 1,328 1,639 
販売費及び一般管理費 ※1  1,191 ※1  787 

営業利益 137 851 
営業外収益   
受取利息 0 0 
雑収入 9 1 
営業外収益合計 9 1 

営業外費用   
支払利息 76 14 
社債利息 5 － 
雑損失 1 － 

営業外費用合計 83 14 

経常利益 63 838 
特別損失   
投資有価証券評価損 54 － 
固定資産除却損 － 3 
店舗閉鎖損失 － 0 
特別損失合計 54 3 

税引前四半期純利益 8 834 
法人税等 ※2  18 ※2  363 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9 471 
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第２四半期累計期間 
(自 平成20年６月１日 
 至 平成20年11月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成21年６月１日 
 至 平成21年11月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税引前四半期純利益 37 1,817 
減価償却費 56 88 
賞与引当金の増減額（△は減少） △145 － 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 107 19 
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 13 8 
保証工事引当金の増減額（△は減少） 37 △22 
受取利息及び受取配当金 △2 △3 
支払利息 150 30 
投資有価証券評価損益（△は益） 71 － 
有形固定資産除却損 － 6 
たな卸資産の増減額（△は増加） 3,139 3,299 
前渡金の増減額（△は増加） 1 △175 
その他の資産の増減額（△は増加） 93 63 
仕入債務の増減額（△は減少） △2,016 △2,870 
前受金の増減額（△は減少） △5 △1 
その他の負債の増減額（△は減少） 101 72 
小計 1,639 2,333 
利息及び配当金の受取額 2 3 
利息の支払額 △154 △31 
法人税等の支払額 △471 △3 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,016 2,302 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △5 △7 
有形固定資産の取得による支出 △965 － 
無形固定資産の取得による支出 △3 △2 
投資有価証券の取得による支出 － △305 

投資活動によるキャッシュ・フロー △973 △314 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） 1,190 △2,392 
長期借入れによる収入 1,022 － 
長期借入金の返済による支出 △287 △393 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △240 
自己株式の取得による支出 △214 － 
配当金の支払額 △360 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,349 △3,026 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,392 △1,038 

現金及び現金同等物の期首残高 434 4,649 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,827 ※  3,610 
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該当事項はありません。 

  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

【表示方法の変更】 

  当第２四半期会計期間 
（自 平成21年６月１日 

    至 平成21年11月30日）  

（四半期貸借対照表関係） 
前第２四半期会計期間において独立掲記しておりました「前受収益」（当第２四半期会計期間０百万円）は、金額が僅
少であるため当第２四半期会計期間においては流動負債「その他」に含めて表示しております。 
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【簡便な会計処理】 

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

１．法人税等並びに繰延税金資産及び繰
延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境
等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に
は、前事業年度において使用した将来の業績予想やタックス・プランニング
を利用する方法によっており、前事業年度末以降に経営環境等に著しい変化
があるか、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に
は、前事業年度末において使用した将来の業績予想やタックス・プランニン
グに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっておりま
す。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期
間按分して算定する方法によっております。 

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

  

  
当第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純
利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期
純利益(累計期間)に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっておりま
す。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 
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【注記事項】 
（四半期貸借対照表関係） 

当第２四半期会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前事業年度末 
（平成21年５月31日） 

※1  担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

※1  担保に供している資産及びこれに対応する債務は、
次のとおりであります。 

(1) 担保権が設定されている資産 (1) 担保権が設定されている資産 

販売用不動産 112百万円 
仕掛販売用不動産 2,446百万円 

計 2,558百万円 

販売用不動産 510百万円 
仕掛販売用不動産 3,770百万円 

計 4,281百万円 

    

(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務 

短期借入金 2,267百万円 

計 2,267百万円 

短期借入金 3,597百万円 

計 3,597百万円 

    

(3)           － (3) 担保権の設定が留保されている資産 

      
        

販売用不動産 360百万円 
仕掛販売用不動産 530百万円 

計 891百万円 
    

(4)                    － (4) 上記に対応する債務 

      
        

短期借入金 797百万円 

計 797百万円 

上記以外に、販売用不動産 百万円及び仕掛販売
用不動産 百万円並びに土地 百万円及び建物
百万円については、銀行取引に係る根抵当権(極

度額 百万円)が、土地 百万円及び建物
百万円については、長期借入金(残 百万円)

及び１年内返済予定の長期借入金(残 百万円)に
対する担保として抵当権が設定されております。 

257
742 893

488
4,000 1,354

1,212 695
290

上記以外に販売用不動産997百万円及び仕掛販売用
不動産1,198百万円並びに土地845百万円及び建物
499百万円については、銀行取引に係る根抵当権(極
度4,000百万円)が設定されております。 

※2  当社では、土地仕入資金等の効率的な調達として、
取引銀行5行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当四半期会計期間末の借入未
実行残高は次のとおりであります。 

※2  当社では、土地仕入資金の効率的な調達として、取
引銀行7行と当座貸越契約を締結しております。 
これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残
高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額 14,000百万円 
借入実行残高 1,708百万円 

差引額 12,291百万円 

当座貸越極度額 18,300百万円 
借入実行残高 3,940百万円 

差引額 14,360百万円 

  (当座貸越契約) 
  当事業年度において、経常損益が赤字となったこと

に伴い、当座貸越契約で定める条項に反し、貸主の
要請により期限の利益を喪失する可能性がある該当
銀行借入金が平成21年8月24日現在100百万円ありま
すが、当社は、銀行の要請に対応できる十分な手許
資金を運用・保有しており、資金繰り・財務状態に
大きな影響はありません。 

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

※3  関係会社項目 
関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された
ものの他次のものがあります。 

前払費用 0百万円 
未払費用 0百万円 
短期借入金 611百万円 

前払費用 0百万円 
未払費用 1百万円 
短期借入金 1,023百万円 

（四半期損益計算書関係） 

前第２四半期累計期間 当第２四半期累計期間 
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（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

販売手数料 百万円598

給与手当 百万円512

販売手数料 百万円565

給与手当 百万円378

※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま
す。 

※2             同左 

※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著し
く増加する傾向があります。このため、各四半期会
計期間の業績に季節的変動があります。 

※3             同左 
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前第２四半期会計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

販売手数料 百万円344

給与手当 百万円261

販売手数料 百万円213

給与手当 百万円177

※2 法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま
す。 

※2             同左 

※3 当社の売上高は、第４四半期会計期間に集中し著し
く増加する傾向があります。このため、各四半期会
計期間の業績に季節的変動があります。 

※3             同左 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成20年11月30日現在) 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照
表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成21年11月30日現在) 

  

現金及び預金勘定 百万円1,847
預金期間が3ヶ月を超える定期積金 百万円20

現金及び現金同等物 百万円1,827   

現金及び預金勘定 百万円3,610

現金及び現金同等物 百万円3,610

（株主資本等関係） 
当第２四半期会計期間末（平成21年11月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21年６月１日 至 平成21
年11月30日）  
１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      株 
  
２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式        株 
  
３．新株予約権等に関する事項 
該当事項はありません。 

  
４．配当に関する事項 
(1)配当金支払額 
該当事項はありません。 

  
(2)基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間末後とな
るもの 

  

240,400

10,178

 (決  議)  株式の種類  配当金の総額 
   (百万円)  

1株当たり配 
当額(円) 基準日  効力発生日  配当の原資  

平成22年１月12日 
取締役会  

  普通株式           115        500
平成21年 
 11月30日  

  平成22年 
 2月8日 

利益剰余金  
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当第２四半期会計期間末(平成21年11月30日)  
該当事項はありません。 

  

当第２四半期会計期間末(平成21年11月30日) 
該当事項はありません。 

  

前第２四半期累計期間（自 平成20年6月1日 至 平成20年11月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平成21
年6月1日 至 平成21年11月30日） 
該当事項はありません。 

  
前第２四半期会計期間（自 平成20年9月1日 至 平成20年11月30日）及び当第２四半期会計期間（自 平成21
年9月1日 至 平成21年11月30日） 
該当事項はありません。 

  

（有価証券関係） 

（デリバティブ取引関係） 

（持分法損益等） 

（ストック・オプション等関係） 
当第２四半期会計期間（自 平成21年９月１日 至 平成21年11月30日） 
 該当事項はありません。 
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１．１株当たり純資産額 

  
２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 （注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注）1.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載しておりませ
ん。  
2.１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報） 

当第２四半期会計期間末 
（平成21年11月30日） 

前事業年度末 
（平成21年５月31日） 

１株当たり純資産額 62,036.99円 １株当たり純資産額 57,389.52円

前第２四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 27.76円 １株当たり四半期純利益金額 4,507.26円

  
前第２四半期累計期間 
（自 平成20年６月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期累計期間 
（自 平成21年６月１日 
至 平成21年11月30日） 

四半期純利益（百万円）  6  1,037
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  6  1,037
期中平均株式数（千株）  239  230

前第２四半期会計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △41.50円 １株当たり四半期純利益金額 2,046.47円

  
前第２四半期会計期間 
（自 平成20年９月１日 
至 平成20年11月30日） 

当第２四半期会計期間 
（自 平成21年９月１日 
至 平成21年11月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円）  △9  471
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
（百万円） 

 △9  471

期中平均株式数（千株）  238  230

（重要な後発事象） 

２【その他】 
平成22年１月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 
(イ) 中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・115百万円 
(ロ) １株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・500円00銭 
(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・平成22年２月８日 
(注) 平成21年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年１月14日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成20年６月１日から平成21年５月31日までの第26期事業年度の第２四半期会計期間（平成20年９月１日から平

成20年11月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成20年６月１日から平成20年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成20年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年１月13日

タクトホーム株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 戸田  彰     印 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 北澄  裕和  印 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているタクトホーム株

式会社の平成21年６月１日から平成22年５月31日までの第27期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年６月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、タクトホーム株式会社の平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了

する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。 

          2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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